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【公表番号】特表2017-502963(P2017-502963A)
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【国際特許分類】
   Ｃ０７Ｄ 239/47     (2006.01)
【ＦＩ】
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【手続補正書】
【提出日】平成29年12月26日(2017.12.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式ＩＩＩの化合物を製造する方法であって、
式ＩＩ

【化１】

の化合物を、炭酸アルカリおよびアルキル化剤と接触させるステップと、
式ＩＩＩ

【化２】

の化合物を形成するステップと
を含み、
Ｒ１は、



(2) JP 2017-502963 A5 2018.2.15

【化３】

からなる群から選択され、
Ｒ２は、

【化４】

からなる群から選択され、
　式ＩＩの化合物と炭酸アルカリとのモル比が約３：１から約１：１である、方法。
【請求項２】
　ａ．前記接触させるステップが２２℃と６０℃の間で実施される；
　ｂ．前記接触させるステップが、ＤＭＦ、ＤＭＳＯ、ＤＭＡ、ＮＭＰ、およびＣＨ３Ｃ
Ｎからなる群から選択される溶媒をさらに含む；
　ｃ．前記炭酸アルカリが、Ｎａ２ＣＯ３、Ｋ２ＣＯ３、Ｃｓ２ＣＯ３、およびＬｉ２Ｃ
Ｏ３からなる群から選択される；および／または
　ｄ．前記アルキル化剤が、ハロゲン化アルキルおよびハロゲン化ベンジルからなる群か
ら選択される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　ａ．前記ハロゲン化アルキルおよびハロゲン化ベンジルが、ヨウ化メチル、ヨウ化エチ
ル、および臭化ベンジルからなる群から選択される；および／または
　ｂ．前記炭酸アルカリがＣｓ２ＣＯ３であり、前記溶媒がＤＭＦである、請求項２に記
載の方法。
【請求項４】
　式ＩＩの化合物とアルキル化剤とのモル比が約１：１から約３：１である、請求項１か
ら３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　式ＩＩの化合物と炭酸アルカリとのモル比が約２：１であり、式ＩＩの化合物とアルキ
ル化剤とのモル比が約１：３である、請求項１から４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　反応の完了した混合物をＣＨ３ＣＮおよび２．５％Ｎａ２Ｓ２Ｏ３水溶液で希釈するス
テップをさらに含む、請求項１から５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　ａ．ＤＭＦとＣＨ３ＣＮとの比が約１：１から約３：１であり、ＤＭＦと２．５％Ｎａ

２Ｓ２Ｏ３水溶液との比が約１：２から約２：１である；または
　ｂ．ＤＭＦとＣＨ３ＣＮとの比が約２：１であり、ＤＭＦと２．５％Ｎａ２Ｓ２Ｏ３水
溶液との比が約１：１である、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　Ｒ１が、

【化５】
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であり、Ｒ２が、
【化６】

である、請求項１から７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　式ＩＩの化合物を調製する方法であって、
式Ｉ
【化７】

の化合物をビス－Ｎ，Ｏ－トリメチルシリルアセトアミドと接触させるステップと、
式ＩＩ

【化８】

の化合物を形成するステップと
を含み、
Ｒ１は、
【化９】

からなる群から選択され、
化合物Ｉとビス－Ｎ，Ｏ－トリメチルシリルアセトアミドとのモル比が１：１．１であり
、前記接触させるステップを約２２℃から約７０℃で実施する、方法。
【請求項１０】
　ａ．前記接触させるステップが、式Ｉの化合物をＣＨ３ＣＮと接触させることをさらに
含む；および／または
　ｂ．ビス－Ｎ，Ｏ－トリメチルシリルアセトアミドで処理された反応混合物をアリール
スルホニルクロリドと接触させる、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
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　ａ．式Ｉの化合物とアリールスルホニルクロリドとのモル比が約１：２から約２：１で
ある；または
　ｂ．式Ｉの化合物とアリールスルホニルクロリドとのモル比が約１：１．１である、請
求項９または１０に記載の方法。
【請求項１２】
　式ＩＩＩの化合物であって、
【化１０】

Ｒ１は、
【化１１】

であり、
Ｒ２は、
【化１２】

からなる群から選択される、化合物
またはその互変異性体、光学異性体もしくは塩。
【請求項１３】
　Ｒ１が、

【化１３】

であり、Ｒ２が

【化１４】

である、請求項１２に記載の化合物。
【請求項１４】



(5) JP 2017-502963 A5 2018.2.15

　請求項１２または１３に記載の化合物および植物学的に許容可能なキャリア物質を含む
、組成物。
【請求項１５】
　植物に対する真菌の攻撃を制御および防止するための方法であって、
　殺菌有効量の少なくとも１つの請求項１２または１３に記載の化合物を、植物、植物に
隣接する領域、植物の成長を支持するよう適応された土壌、植物の根、植物の葉および植
物を生産するよう適応された種のうちの少なくとも１つに適用して、該植物に対する真菌
の攻撃を制御および防止する工程を含む、方法。
【請求項１６】
　真菌病原体が、アップル・スケイブ（Venturia inaequalis）、リーフ・ブロッチ・オ
ブ・ウィート（Septoria tritici）、リーフ・スポット・オブ・シュガービーツ（Cercos
pora beticola）、リーフ・スポット・オブ・ピーナッツ（Cercospora arachidicola）お
よびブラック・シガトカ（Mycosphaerella fijiensis）から選択される、請求項１５に記
載の方法。
【請求項１７】
　式ＩＩＩの化合物であって、
【化１５】

Ｒ１は、

【化１６】

であり、
Ｒ２は、

【化１７】

からなる群から選択される、化合物またはその互変異性体、光学異性体もしくは塩であっ
て、
　殺菌有効量の少なくとも１つの式ＩＩＩの化合物を、植物、植物に隣接する領域、植物
の成長を支持するよう適応された土壌、植物の根、植物の葉および植物を生産するよう適
応された種のうちの少なくとも１つに適用することを含む、植物に対する真菌の攻撃の制
御および防止において使用するための、式ＩＩＩの化合物またはその互変異性体、光学異
性体もしくは塩。
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【請求項１８】
　少なくとも１つの式ＩＩＩの化合物、
【化１８】

Ｒ１は、

【化１９】

であり、
Ｒ２は、

【化２０】

からなる群から選択される、化合物またはその互変異性体、光学異性体もしくは塩の、植
物に対する真菌の攻撃を制御または防止するための殺菌組成物の製造における使用であっ
て、式ＩＩＩの化合物を含む殺菌組成物は、植物、植物に隣接する領域、植物の成長を支
持するよう適応された土壌、植物の根、植物の葉および／または植物を生産するよう適応
された種に対して適用するために処方される、使用。
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